
様式９（添付１－３） 

令和２年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

令和２年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

・教育委員会 

  外国人児童生徒担当指導主事１名、外国人児童生徒教育担当者（常勤９名、臨時7名） 

・校長会・教頭会 

  各学校長、各学校教頭 

・外国人児童生徒教育担当者連絡協議会 

教育委員会担当者1名、日本語指導を必要とする外国人児童生徒が在籍する学校の外国人児童生徒

教育担当教員６名、日本語初期指導担当者３名、アクセスワーカー５名、日本語基礎指導担当者７名 

・各小中学校 

校長、教頭、教務主任、外国人児童生徒教育担当教員、外国人児童生徒基礎指導員 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）運営協議会・連絡協議会の実施 

・運営協議会 

年１回 県教育委員会主催（外国人児童生徒在校の担当教員、地区指導主事等） 

・連絡協議会 

年１回 市教育委員会主催（学校担当者、学校児童生徒対応支援員等） 

  ※例年だと年３回だが本年度に限り年１回に変更 

（４）「特別の教育課程」による日本語指導の実施    

・「特別の教育課程」による日本語指導に向けた取組 

・「特別の教育課程」の編成と実施についての説明、個別の指導計画の作成、個別の指導計画に基づいた実践の中

間報告、計画の見直し 

（６）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

  ・日本語基礎指導員７名を派遣し、児童生徒に対して、生活支援・学習支援を行う。 

（７）小学校入学前の幼児や保護者を対象としたプレスクール 

・２月に外国籍の保護者を対象とした入学説明会を実施 

  小学校の教育課程（時間割、教科、教科書等）、小学校の生活（授業時間、給食、清掃、学校行事、学校のきまり等） 

教育相談（家庭訪問、保護者会、個人面談）、個別相談等を行う。 

（１０）ICTを活用した教育・支援 

  ・日本語初期指導が必要な児童生徒が在籍している学校に多言語翻訳機を配置し、学習場面や生活場面等で活用 

する。また、保護者との対応時においても効果的に活用する。 

・市において整備を進めている一人１台タブレット端末について、積極的かつ効果的に活用していく方法を研究す 

る。 

 

（１２）成果の普及 

・外国人児童生徒教育担当者連絡会における実践報告 

・成果を発信し、地域の関係者で成果と課題を共有 

 



３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）運営協議会・連絡協議会の実施 

・学校で抱えている課題を関係機関と協議することで、指導の充実、改善につながることを実感した。特

に言語の習得レベルや発達段階に応じた指導、支援のあり方について、各校の支援状況や情報を共

有することにより、今後の日本語指導に生かすことができた。 

 

（４）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

  ・市内の学校のうち約４割の学校にて「特別な教育課程」による日本語指導が実施した。個別の指導計

画を作成することにより、児童生徒の実態や課題を把握し、日本語能力に応じた指導に活かすことがで

きた。さらに、日本語指導員や日本語指導担当教員との連携を図り、見通しをもった指導を行うことによ

り一人一人に合わせたきめ細かな指導・支援が可能となった。 

 

（６）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

・日本語指導を必要とする児童生徒に対して、実態に応じた適切な学習支援や生活支援を、計画的、継

続的に行うことができた。 

 

（７）小学校入学前の幼児や保護者を対象としたプレスクール 

  ・小学校への就学に関して、外国人児童生徒および、保護者の不安を解消し、スムーズに就学できるよ

うに支援することができた。また、市における支援体制について周知することができた。 

 

（１０）ICTを活用した教育・支援 

・授業や休み時間等でコミュニケーションを図り、生活支援・学習支援をさらに効果的に行うことができ 

た。また、今まで保護者対応等により、負担が過重になっていたアクセスワーカーの負担を軽減すること

ができた。 

 

（１２）成果の普及 

・外国人児童生徒教育の教育実践と研究の成果を共有し、新たな課題（転入者の低年齢化等）に対応

することができた。 

 

日本語指導が必要な児童生徒

のうち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒の割合 

小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

86％ 100％ ％ ％ ％ ％ 

うち、個別の指導計画の指導目

標が達成できた児童生徒の割合 
94％ 94％ ％ ％ ％ ％ 

４．その他（今後の取組予定等） 

・「特別の教育課程」による日本語指導を充実させるため、引き続き、各学校、各機関と連携しながら、日本語指導の充 

実を図っていく。さらに、個別の指導計画を活用した指導体制を充実させ、個に応じた支援を継続して行っていく。 

・一人ひとりの日本語能力に応じた教材開発や学習活動を考えながら、学力保障につながる日本語指導について実践

研究を進める。さらに、各校の指導案や教材を集約するなど、市全体で情報の共有化に努める。 

 ・「個別の指導計画」を活用して、小中連携を図った支援体制の充実や、中学校卒業後の進路指導の充実など、個に

応じた支援を行っていく。 

※枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 


